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新しい住基カードの発行
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ウェアをインストールしたパソコ
ン等により、内容の確認ができ
る仕組みとする。

専用ソフト

署名データ化

本人確認・年齢
の機械判定が可能

◎ 住基カードのICチップに新たに券面事項を記録することとし、その情報を活用することにより、本人確認
機能が強化される新しい住基カードを平成21年4月下旬目途から全市区町村において順次発行予定。

住民基本台帳カード

△△市

20○○年○月○日まで有効

生年月日

氏 名

住 所

連 絡 先

昭和**年**月**日 性別 男

住基 太郎

○○県△△市◇◇町2丁目2番1号

△△市役所市民課 TEL:123-456-7890

写真
20mm
×

16mm

住基カードの
共通ロゴマーク

氏名
生年月日

性別
住所

写真
有効期限

券面事項を
ICチップにも記録

券面事項確認領域を
新たに設定

◎ 偽造防止措置を施した共通ロゴマークを制定しカードの認知度アップを図る。
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住基カードを利用した年齢確認（イメージ）

キャッシュカードや運転免許証と
同サイズで携帯に便利

住基カード（写真付き）の生年月日を確認することで、年齢確認が簡易に可能。

ＩＣチップに記録された
生年月日を確認

優待料金

チケット販売機

シニア優待
○○％割引
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引っ越し時に住基カードが失効しない仕組みの制度化

他の市町村へ住所を移した場合でも引き続き住民基本台帳カードを使用す
ることができるよう、住民基本台帳法の一部改正法案を平成21年通常国会に
提出予定。

・ 住民基本台帳カードを交付した市町村長への返納規定を削除
・ 転入地市町村長に対し住民基本台帳カードを提出することで継続使用が可能

転入転出

継続使用

転出届

新住所の裏書き

（注）現在、他の市町村へ住所を移すときは、一度住民基本台帳カードを返納し、
改めて転入地市町村で住民基本台帳カードの交付申請を行う必要がある。

改正後のイメージ

サインパネル領
域

転入届

3



住基カードの交付状況

(万枚） (万枚）

370,047
499,015

251,551
544,708

914,755

1,413,770

293,157

住民基本台帳カードの交付状況

2,339,949
926,179

住基カード無料交付団体数

H20.4月～11月の全国交付枚数 ４９万４千枚（対前年同月比 約３２％増）

2,834,883

251,551

494,934

累計約２８３万枚（H20.11.30現在）

（H20.3.31現在の累計交付枚数 約２３４万枚）

住基カード多目的利用団体数

１４３市区町村（H20.4.1現在）⇒ １５２市区町村（H20.8.31現在）

２２１市区町村（H20.4.1現在）⇒ ３６４市区町村（H21.1.5現在）

■ 住基カードの交付手数料を無料化する市町村に対して無料交付1枚当たりで特別交付税措置
を500円加算（20年度～22年度の3年度間限り。19年度までは1000円/枚のみ）
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住基カード交付状況

19年度 20年度

平成20年11月末現在 累計交付枚数 2,834,883枚
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住民基本台帳カード

△△市

2013年 8月31日まで有効

生年月日

氏 名

住 所

連 絡 先

昭和**年**月**日 性別 男

住基 太郎

○○県△△市◇◇町2丁目2番1号

△△市役所市民課 TEL:123-456-7890

写真

20mm
×

16mm

① 日常生活での本人確認に使える。
⇒写真付きのものは、公的な証明書として利用できる。

（金融機関窓口、携帯電話契約時における本人確認）

② 市町村における本人確認に使える。
⇒住民票の写しの交付や転入等の際の本人確認。

全国どこでも住民票の写しが交付できる。

転入転出手続きで窓口へ行くのは転入時１回だけ。

③ インターネットを使った電子申請での本人確認

に使える。
⇒電子申請に使われる電子証明書（公的個人認証サー

ビス）の格納媒体になる。 (例） e-Taxでの確定申告

④ 市町村内でワンカード化。
⇒証明書等自動交付、印鑑登録証、図書館カード等に

利用できる。

（ＩＣチップ部分のイメージ）

希望者に住民基本台帳
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住民基本台帳カードの普及について

◎ 住民基本台帳カード（住基カード）は住民基本台帳に基づき各市区町村において交付
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本人確認書類としての住基カードの機能

■ 高齢者等が運転免許証を自主返納する制度が設けられているが、その返納の
際に、運転免許証の代わりになる本人確認書類として、写真付き住基カードが有効。

■ 警察庁との連携により、運転免許証の自主返納の際の写真付き住基カードの活
用について、警察署、市区町村の窓口における啓発ポスターの掲示等の広報を積
極的に展開中（警察庁と共同で通知分を発出）。

本人確認書類としての写真付き住基カードの機能の高まり

運転免許証の自主返納の際の写真付き住基カードの活用

■ 犯罪収益移転防止法により、銀行等の金融機関の窓口において広く本人確認が
求められている（例：口座開設、１０万円超の現金の振込み等）。

■ 住民基本台帳法の一部改正（２０年５月施行）により、住民票の写しの交付の請
求等における行政窓口での本人確認を厳格化。

銀行、行政窓口等での本人確認
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